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被災地域が抱える負の成長スパイラル 地域産業復興支援プロジェクト 



雇用機会
の創造と人
材流入 

従来型産
業政策の
転換と新た
なビジネス
モデル 

地域企業
のイノベー
ションの勃
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地域経済
の発展 

震災復興に向けた新たな成長スパイラルのモデル 

震災復興
の成長ス
パイラル 

①地域の産業復興
に関する調査研究に
よる新たな政策提言 

②地域の中小企業
におけるイノベーター
人材の育成 
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地域の産業・社会の復興に向けた支援事業の位置付け 

短期的視点 中期的視点 長期的視点 

ハードウェア支援 
（インフラ再構築） 

ヒューマンウェア支援 
（雇用と人材育成） 

復
興
に
必
要
な
支
援
タ
イ
プ
の
割
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ソフトウェア支援 
（仕組みづくり） 

東北大学災害復興新生研究機構 

地域産業復興支援事業（経済学研究科） 

地域産業復興調査研究 

地域イノベーションプロデューサー育成 
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地域産業復興支援事業のフレームワーク 

地域産業復興の調査研究による産業政策への提言と、イノベーターの育成
によって多様なイノベーションを誘発し、新たな雇用機会を創出する 

地域産業復興調
査研究プロジェクト 

地域イノベーション
プロデューサー塾 

地域産業復興にかかわる事業支援機関の有機的連携 
（地域の大学、地域経済団体、行政・自治体など） 

事業プロジェクト 
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Project 

making 

個々人が構想するイノベーションを伴う
新たな事業に必要なマネジメントとその
実現に向けた実践的教育を通して実現
可能な事業（プロジェクト）計画を策定 

地域の大学などの専門知識を結集し、
震災復興に向けた様々な地域特有の社
会・経済に関する政策や具体的な課題
解決のための継続的な調査・研究活動 

事業
支援 
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地域間連携を必要とする東北地域に特有の自動車および食産業、流通業、観光などを重点的に実施 
※参加者の所属機関（大学、官公庁・経済団体、民間企業）：構成メンバー約70名 

2012年3月発刊 

 

 

地域社会
分科会 
※自治体
行政、NPO

など 

マクロ
経済 

分科会 

金融分科会 

人材分科会 

食産業
Group 観光産業Group 

流通産業Group 

自動車産業Group 

産業 

分科会 

 「地域発イノベーション事例調査研究プロジェクト」
（東北活性化研究センターとの共同プロジェクト） 
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(有)伊豆沼農産 

(株)ジェイファーム 

山本電機(株) 

東洋システム(株) 

(株)ハニーズ 

(株)Ｄｏｎ Ｄｏｎ ＵＰ 

(株)ウジエスーパー 

エム・エム・アイグループ 
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地域産業復興支援プロジェクト 地域産業復興調査研究プロジェクト（2011年度） 



事業者の視点 

地域住民
の視点 

D.新たな地域モデルの提案 

C.新たなビジネスモデルの提案 

B.ライフラインの復興過程の記述 

復興過程 
と課題 

の記述 

新たな 
モデル 

の提案 

A.産業の復興過程の記述 

水産プロジェクト 

農業プロジェクト 

６次産業化プロジェクト 

再生エネルギープロジェクト 

流通プロジェクト 

雇用プロジェクト 

仮設店舗（流通）プロジェクト 

スマートシティプロジェクト 

商店街（流通）プロジェクト 

観光プロジェクト 

NPOプロジェクト 

企業アンケート 
プロジェクト 
※被災3県に所
在する30,000社

の人・物・金に関
する大規模調査 

Ⅱ新たなモデル Ⅰ復興の進捗と課題 

地域産業復興支援プロジェクト 地域産業復興調査研究プロジェクト（2012年度） 

 「地域発イノベーション事例調査研究プロジェクト」（東北活性化研究センターとの共同プロジェクト） 

農業生産法人有限会社ヒーロー、カーブドッチワイナリー、岩鋳、インスペック、モビーディック、南部美
人（旧 久慈酒造）、NEC米沢、ビックママ、地吹雪体験ツアー、ピー・ソフトハウス、特定非営利活動法
人「グリーンシティ」 



地域産業復興支援プロジェクト 

製造業プロジェクト 

事業者の視点 

地域住民の視点 
D.新たな地域モデルの提案 

C.新たなビジネスモデルの提案 

B.ライフラインの復興過程の記述 

復興過程と
課題の記述 

新たなモデ
ルの提案 

A.産業の復興過程の記述 

水産加工業プロジェクト 

農業プロジェクト 
先進農業と６次産業化 
食品マーケティング 

プロジェクト 

再生可能エネルギー産業 
プロジェクト 

流通業プロジェクト 

地域雇用プロジェクト 

地域金融プロジェクト 

スマートシティプロジェクト 

地域発イノベーション事例調査 
プロジェクト 

観光業プロジェクト 

NPOプロジェクト 

復興支援（財政支出）の検証プロジェクト 

Ⅱ新たな地域産業
社会のモデル 

事業革新支援のあり方プロジェクト 

環境未来都市構想 
（東松島市）プロジェクト 

土木建設業 
プロジェクト 

Ⅰ福島と津波被災地の
復興の進捗と課題 

地域産業復興調査研究プロジェクト（2013年度の計画） 

企業アンケート 
プロジェクト 
※被災3県企業
の継続的なパネ

ル調査 



目        的 主な学習方法等（講師陣） 

【知力】 

ビジネス・デザインとマネジメントに関する基礎知識の学
習（基礎講座カリキュラムに基づく） 

講義、討論、事例 

（経済学研究科教員、外部講師） 

区  分 

基礎講座 

開  催 

毎週火曜日
18:30～21:00 

【知力】（特別テーマ学習） 
特別に設定したテーマについての知識の学習 

（事例研究、地域、海外市場、知財、ブランド戦略等） 
特別講座 

講義、セミナー 

（テーマ別の外部講師） 

【技力】【マインド】 
問題解決やイノベーションをリードするためのスキルとマ
インドの習得 

【ビジネスプラン】 
ビジネスプランづくりの指導と能力向上 

研  修 

実践ゼミ 

ロールプレイングや行動変革などの研
修トレーニング 

（外部研修機関のトレーナー） 

事業開発の専門家による指導 

（将来的には）卒塾者との交流の場 

土曜日午前 

（隔週） 

土曜日午前 

（４～５回） 

土曜日午後 

（隔週） 

                     卒     塾 

地域企業の 
経営管 
後継者 
管理者 

事業化 
プロジェ
クト 
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産学官連携による支援体制 

ビジネスプランの開発 

地域イノベーション 
プロデューサーの育成 

基礎講
座 

【知力】 

研修 
 

特別講
座 

【知力】 

【スキルとマインド】 

実践ゼミ 
 【ビジネスプラン】 

地域イノベーションプロデューサー塾 

地域イノベーションプロデューサー塾のコンセプト 地域産業復興支援プロジェクト 



地域産業復興支援プロジェクト 

事業計画 

人的支援 
物的支援 

資金的支援 情報等の支援 

卒塾後の事業支援 



地域産業復興支援プロジェクト 2012年度の試行的実施（入塾者12名）の様子 

入塾式（2012年5月26日） 

卒塾式（2013年2月23日） 事業計画発表会（2013年2月23日） 

卒塾式（2013年2月23日） 



地域産業復興支援プロジェクト 2013年度の本格的実施の計画 

テレビ会議 
システム 

Web視聴 
（ISTU） 

花巻サ
テライト 

気仙沼サ
テライト 

会津サ
テライト 

地域イノベーション
研究センター（片平） 

被災3県へのサテライトの拡大 
内容 

募集定員 • 仙台（30名） 
• 気仙沼サテライト（5名） 
• 花巻サテライト（5名） 
• 会津サテライト（5名） 

応募形態 • 推薦応募（仙台・各サテライト） 
• 紹介応募（仙台・各サテライト） 
• 一般応募（仙台） 

応募期間 ① 4月～5月（推薦・紹介応募） 
② 6月（一般応募） 

入塾料 10万円 

授業期間 9月～翌年2月（半年間） 
 ・毎週火曜日18:30～21:00 

 ・隔週土曜日10:00～17:00 

卒塾要件 実行可能な新たなビジネスプラン
の策定など 

事業支援 卒塾後数年間 
 ・担当コーディネータによる指導 

 ・卒塾者の定例ネットワーキング 


